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[論文要旨1
フランス競争法上の経済力の濫用規制は，商法典の市場支配的地位の濫用規制 (L420-2条第l
段落).相対的市場力の濫用規制 (L420-2条第2段落).個別取引上の差別行為規制 (L442-6条
I項2号)の3つの規定で行われる。もともと旧価格令では市場支配的地位の濫用規制(市場支
配力規制)が行われた。ところが. 1970年代以降，大規模小売事業者による購買力の濫用に対
して，市場支配力規制は十分な機能を果たし得なかった。そこで 1986年の価格・競争令では，
取引当事者間の「相対的」な市場力の優劣に着目し，経済的従属関係の濫用規制(相対的市場力
規制)という新しい類型の規制を導入した。この相対的市場力規制は，市場支配力規制の限界を
補完する機能を果たすことが期待され，経済力の濫用規制の在り方として注目されている。他方，
フランス競争法は差別行為規制の規定の下で，従属関係のi監用等をも規制してきた。差別行為規
制は，競争要件なしに相対的市場力の濫用行為を民事的に制裁しうるものであり，相対的市場力
規制を拡張する機能を果たす点で重要である。 2008年には差別行為規制に「著しい不均衡J要
件が採用され，適用が拡充されることが期待されている。本稿では特に，我が国の優越的地位の
濫用規制の在り方にも示唆を与える相対的市場力の濫用規制に着目しながら，各制度の歴史的発
展を概観し，制度相互の関係を指摘しフランス競争法上の濫用規制の構造を明らかにする。
[キーワード] フランス競争法，市場支配力規制，相対的市場力規制，差別行為規制，濫用規制
論文受付日 2014年4月25日 大学院研究論集委員会承認日 2014年5月29日
- 207-
はじめに一問題の所在
フランス競争法における経済力の濫用規制は，現行商法典における3つの規定を通じて行われ
ている。すなわち，①市場支配的地位の濫用規制 (L420-2条第 l段落)，②相対的市場力の濫用
規制 (L420-2条第2段落) ③個別取引上の差別行為規制 (L442-6条I項2号)である。①@③は，
それぞれ独立した契機によって成立し，相互に関連し合いながら，経済力の濫用規制を構成して
し、る。
これらのうち，まず，市場支配的地位の濫用規制(市場支配力規制)が， EU 競争法の影響~を
受けて形成されることになった。そもそも EU競争法は，欧州経済共同体 (EEC)条約86条(後
の82条)が，経済的に優位に立つ事業者による取引の相手方に対する濫用行為を，市場支配的
地位の濫用として規制していた。そして，現在のEU競争法である TFEU102条は，次のように
規定している。「一又は複数の事業者による，共同体市場又はその実質的(相当)部分における
支配的地位の濫用行為は，それが加盟国聞の取引に影響を与えるおそれがある場合，共同市場と
両立しないものとして禁止される。とりわけ，次の各号のーに該当するものは濫用行為に該当す
るおそれがある lJoEU法の加盟国法に対する優越性の原則の下で，また加盟国に条約の定める
義務の履行に必要な措置を講じることを命じ，条約の目的を脅かす手段を控えることを命じる原
則 2の下で，加盟国は，反競争行為をもたらし助長する法律の定立と適用を差し控える義務を負
う。この義務を履行するため，加盟国競争法にはEU競争法上の規制類型が導入されることが要
請された 3。フランス競争法も，商法典第2編第E章の反競争行為の項のL420-2条第l段落で「支
配的地位にある単独の事業者又は事業者集団による搾取的濫用」を禁止することとなり， EU型
の市場支配的地位の濫用規制を行っている。
しかし， 1970年代以降，市場構造の変化に伴い，市場支配力規制では大規模小売事業者によ
る「購買力の濫用」又は有力メーカーによる「販売力の濫用Jに対処できないことが次第に明ら
かとなり，市場支配的地位に至らない事業者に対しでも濫用規制を拡張して適用すべきでるとの
認識が深まるようになった。この点 EU競争法の理事会規則l号 (Reg.l/2003)3条2項は，
加盟国が， EU競争法が規制していない特定の濫用行為について規制することを保障してい
る 4。各加盟国が，その市場構造や競争政策に従って.競争促進的な方向で，上乗せ.横出し規
制を行うことは，同規則の要請に適う。従って，市場支配的地位に至らない事業者の濫用行為に
対して，いかなる規制を行うかは，各加盟国の競争法に委ねられている。フランス法の場合は，
l 村上政博rEC競争法 [EC独占禁止法〕第2版J(弘文堂， 2005年)7頁以下。
2 EC条約 10条第2段落。
3 M. Frison司Roche，M.Payet， Droit de la concurrence， Dalloz， 2006， n'4， p目4.
4 (Reg.1/2003)第3条2項は， r本条は，構成国が，自国内において，事業者の一方的行為を禁止し制裁する，
より厳しい囲内立法を採択し適用することを妨げない」と規定する。
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商法典 L420-2条第2段落で「経済的従属状態における…搾取的濫用」を禁止し，経済的従属関
係の濫用を規制している。すなわち同条は，一方当事者にその相手方が経済的に従属する場合に，
相手方に「相対的」に優越する市場力の濫用を規制する。もともとフランス競争法の原型である
1945年の価格令では，市場支配的地位が規制されたが，市場支配力の「濫用」概念は導入され
ていなかった。その後， 1953年， 1963年， 1977年の各改正を経て，市場支配的地位の「濫用」
規制が確立した。しかし，同規制は， 1970年代以降の大規模小売事業者による購買力の濫用に
対応することができず，限界が認識されることとなった。そこで，限界を克服する新たな規制類
型として 1986年の価格・競争令に登場したのが 8条 l項第2段落の経済的従属関係の濫用規
制(相対的市場力規制)であった 5。
他方，フランス法には.相対的市場力規制の関連規制として， 1945年の価格令以来，個別取
引上の差別行為規制が行われていた。 2001年改正後は，同規制は商法典第4編第4章の「競争
制限行為」の項の L442-6条 I項2号bとなり「従属関係，購買力，又は販売力」の濫用が規制
された。 2008年8月改正後のL442・6条I項2号は「法及び当事者聞の義務において著しい不均衡j
の規制へと大幅に転換した。同条は，経済的従属関係の濫用規制の行為要件として準用され，規
定上， L420-2条第2段落を補充する。のみならず L442-6条 I項2号は競争要件のない民事規制
であり， より容易に「従属関係」の濫用規制を行えるから，機能的にも相対的市場力規制を拡張
するとの仮説を立てうる。
以上のように，フランス競争法は，相対的市場力規制を導入し，展開してきた。フランス競争
法における当該規制の構造を解明することは，我が国の競争法の重要な課題のひとつである優越
的地位の濫用規制 6のあり方を考える上でも，重要な意義を有する。これまで，フランス競争法
上の諸制度を紹介し分析する貴重な先行研究の蓄積があり本稿は，これらの業績から示唆を
得ながら，近時の展開も踏まえて，フランス競争法における相対的市場力規制の制度的な特徴と
意義を明らかにすることを目的とする。この目的を達成するために，次のように，本稿では当該
5 ドイツ GWB20条は「中小規模の競争者に対して優越する市場力を有する事業者」に対して当該市場カの行使
を禁止し (20条2項， 3項)，相対的市場力の濫用規制を行っている。高橋岩和「優越的地位の濫用と競争法」
公正取引686号 (2007年)17頁，問中裕明『市場支配力の濫用と規制の法理j(嵯峨野書院， 2001年)63頁，
98頁。 1973年の第2次改正で相対的市場力 (relativeMarktmacht)の規制が導入された。同規制のフラン
スにおける導入は， ドイツにおける 1973年の導入から 10年余り遅れてのことであった。
6 独占禁止法2条9項5号は，自己の取引上の地位が相手方に優越している一方の当事者が，取引の相手方に対
し，その地位を利用して，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与える行為につき，優越的地位の濫用の規
制を行う。
7 奥島孝康『フランス競争法の形成過程(企業法研究第3巻l.i(成文堂， 2001年)，和田聡子 muとフランス
の競争政策j(NTT出版， 2011年)，山田弘=田中久美子「フランスの競争法について(上)J公正取引558
号(1997年)56頁以下，鳥山恭一 rNRE一新たな経済の制御に関する 2001年5月15日の法律第2001-420号」
日仏法学23号 (2004年)261頁以下，馬場文「フランス競争法における経済的従属関係濫用規制」公正取引
626号 (2002年)45頁以下など。不正競争防止法制の観点から立法過程を紹介した文献として，大橋麻也「フ
ランスの不正競争防止法制 (2・完)J早稲田法学85巻2号 (2010年)151頁以下。
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規制が導入された経緯とその後の展開を考察する。まず，フランスにおける梨明期の法規制とし
て1945年の価格令における濫用規制を概観する(第l章)。次に，フランス競争法に相対的市場
力規制を導入した 1986年の価格・競争令を検討すあ(第2章)。そして.2001年以降になされ
た濫用規制のための数次の法改正を考察する(第3章)。以上をふまえて最後に，フランス競争
法における相対的市場力規制の制度的特徴と意義を指摘する(第4章)。
第 1章 1945年の価格令における濫用規制
第 1節価格令制定と価格凍結体制
1 戦前
19世紀において，フランス競争法に関する立法は不完全なものだった 80 1810年のナポレオ
ン刑法典419条の独占罪では，価格の上昇又は下落を強要しうる「集会又は同盟Jのみが処罰さ
れ，その立法思想、はアメリカのシャーマン法と近接していた。第一次大戦はフランスに世界四位
の工業生産力をもたらしたが，同時に戦時下経済政策が導入され，価格監督機関が設置された。
1920年代の経済発展や.1929年の経済恐慌以降の経済停滞を乗り切るためには国家による経済
干渉が不可避と考えられた 90 1930年代以降は，第二次大戦による経済危機への対応が優先され，
競争法の発展は延期された。自由競争思想がフランスで承認されるには20世紀の後半を待たな
ければならなかった。
2 1945年の価格令
第二次大戦後には.国際競争力強化策として 企業の固有化・集中化及び価格統制が進められ.
1947年以降は，数次の経済計画による積極的な政府介入が行われたlO。製品と役務の価格は
1939年9月1日の水準まで凍結された 1。価格に関する 1945年6月30日のオルドナンス(以
下「価格令J)12は物価統制のための基本法であった。当時，政府主導の強力な産業政策に対し
て競争政策は重視されておらず，価格決定の権限は全面的に政府に委ねられ，価格上昇をもたら
す反競争行為，競争制限行為に対しては，一層強力な価格統制が行われた。「価格凍結Jは，政
府統制による価格管理を媒介として管理経済の枠組みを貫徹するための法制度であった 13。政府
は，生産段階，流通段階を通じですべての商品，役務の価格を決定し違反行為を経済立法の違
反行為の確認，訴追，抑圧に関するオルドナンス 14により処罰することができた。
8 Frison-Roche. Payet. supra note 3. nO 3. p. 4目 1905年8月1日の法律は，製品又は役務に関する欺1前又は偽造
についての法律，市場警察についての条文を採択し これらは今日 消費法典L213-1条等に編纂・されている。
9 Ibid 
10 和田・前掲注 (7)16頁以下，大橋麻也「フランスにおける不正競争の概念」早比法40巻2号.2007年.lO8 
頁以下。
1 Frison-Roche. Payet supra note 3. nO 4. p.4 
12 Ordonnance nO 45-1483 du 30 juin 1945 relative aux prix. 
13 和田・前掲注 (7)31頁，奥島・前掲注(7)68頁以下。
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第2節価格令の改正と市場支配力規制の導入
1 1953年のカルテル禁止令
1953年8月9日のデクレであるカルテル禁止令 15は，現代的な競争法の中核である協調行為
(カルテル)の規制を導入した 16。協調行為の禁止規定が置かれ， カルテル専門委員会の監督下
に置かれた。同デクレの内容は価格令59条の2ないし 59条の4に編入された。ただし同デク
レの趣旨は「生産原価又は販売価格の引下げを阻害することによって，十分な競争が行われるこ
とを制限するすべての慣行の禁止を原則とするJものである 17。すなわちカルテルの禁止は，競
争政策に基づくものではなく，価格統制によるインフレ対策を根拠とするものであった 180
2 1963年の財政経済安定法
財政修正のための 1963年7月2日の法律(以下「財政経済安定法J)19の3条は，カルテルに
関する価格令59条の 2を改正し，同条5項で市場支配的な事業者による活動を禁止し市場支
配力規制を導入した 20。競争における公正の尊重に関する 1967年9月28日のオルドナンス 21
により.59条の2ないし59条の4は.50条ないし52条となった。改正後の価格令50条では，
カルテル及び市場支配的地位の規制の要件を，旧 59条の2の「生産原価もしくは販売価格の低
下を阻止し又は価格の人為的引上げを容易にすることにより競争の完全な行使を妨げる」から
「競争の機能を妨害し制限しもしくは歪曲する目的もしくは効果を有することとなる」に修正し
た。価格対策立法から競争政策法へと転換する重大な改正といえる 220
1963年改正で市場支配力規制が導入された背景として.EC競争法との関係がある。 1963年は，
まさに EC競争法の理事会規則 17/62が発効し 市場力規制が開始した年だったお。 1958年発
効のローマ条約旧86条(後の82条)は.r一又は複数の事業者による，共同体市場又はその実
質的(相当)部分における支配的地位の濫用行為は それが加盟国聞の取引に影響を与えるおそ
れがある場合，共同市場と両立しないものとして禁止される」と規定する。フランス法に「支配
的地位を有する事業者の活動」の規制が導入されたのは. EC競争法の市場支配力規制との調整
の狙いがあった 240
14 Ordonnance nO 45-1484 du 30 juin 1945 relative a laconstatation. la poursuite et la repression des infractions 
a lalegislation economique. 
15 Decret nO 53-707 du 9 aout 1953 relatif au controle de I'Etat sur les entreprises publiques nationales et cer-
tains organismes ayant un objet d'ordre economique ou social 
16 Frison-Roche， P呂yet，supra note 3， nO 4奥島・前掲注 (7)72頁。
17 ].0.， lois et decrets， 10aout 1953， pp. 7045-7046.訳文は奥島・前掲注 (7)65頁による。
18 和田・前掲注 (7)32頁以下。
19 Loi de finances nO 63-628 du 2 juilet 1963 rectificative pour 1963. 
20 奥島・前掲注 (7)66頁。
21 Ordonnance が 67-835du 28 septembre 1967 relative au respect de la loyaute en matier色 deconcurrence. 
22 奥島・前掲注 (7)15頁， 69頁。
23 村上・前掲注(1)202頁。
??
3 価格令における市場支配力規制の要件
1963年改正後の価格令50条における市場支配力規制の要件は，(1)専有又は経済力の明白な
集中により特鍛付けられる市場支配的地位を有する事業者又は事業者集団の行為， (2)市場の正
常な機能を妨げる目的を有し 又はかかる効果を有することとなる場合である。
(1)市場支配的地位
規制の対象となる事業者は支配的地位 (positiondominante)を有しなければならない。価格
令50条によれば，この支配的地位は， r独占状態 (situationde monopole)又は経済力の明白な
集中 (concentrationmanifeste de la puissance economique)の特徴を備えなければならないと
された。経済力の明白な集中とは，経済的な基準であり，市場における支配力の集中度により判
断される。
(2)市場の正常な機能の阻害
市場支配的地位を有する事業者等の行為は， r市場の正常な機能を阻害する目的を有し又はか
かる効果を有することとなるすべての活動」に限り禁止される。事業者等が支配的地位を有して
いるのみで，その行為が支配的地位の違法な行使とされるのではない。よって，本条の規制は「濫
用」という文言を欠くものの，支配的地位の濫用を規制するものと評価しうる 25。他方，ローマ
条約86条(後の81条)は， r支配的地位を濫用すること」を禁止する。両規定は，表現上の差
異はあるが，支配的企業がその支配力を不当に行使した場合のみを規制の対象とする点で.ほほ
同趣旨の規定であるといえる 260
4 1977年の法律による価格令の改正
経済力の集中の監督及び違法なカルテル 市場支配的地位の規制に関する 1977年7月19日の
法律(以下「経済集中規制法J)幻は，パール首相による自由経済政策の一環である。カルテル
及び支配的地位の濫用に対する課徴金制度を新設し(価格令53条第2項，第3項)，カルテル委
員会の権限を強化し，独立した行政機関である「競争委員会J(Commission de la Concur-
rence)を設置した 28。また，初めて企業集中規制を導入した。これら規制が導入された背景と
しては，第 lに経済的要因が挙げられる。戦後，国際競争力を強化するため政府が大型合併を推
進し. ドゴー lレ体制下の第5次経済計画 (1966年-1970年)には，主要産業の企業集中を強く
進めるべきことが明記された。ところがこの政策は，インフレによる経済不振や国際競争力強化
に有効でなかったことが判明した 29。市場における健全かつ誠実な競争，消費者の利益に資する
24 奥島・前掲注(7)157頁。
25 同上166頁， 229頁。
26 向上 170頁。
27 Loi nO 77-806 du 19 juil!et 1977 relative au controle de la concentration economique et a larepression des 
ententes ilicites et des abus de position dominante. 
28 1977年改正法について，和田・前掲注 (7)34頁以下，フレデリック・ジェニー/川島富士雄訳「フランスに
おける競争法の発展J公正取51494号(1991年)9頁。
企業活動，インフレの構造的要因に対応するため，自由競争路線へと転換する必要があったお。
第2にEC競争法の集中規制との関係である。 EC委員会は， 1973年7月13日，企業集中規則
案を決定したが，フランスは，共同体法による厳格な規制を回避するために，圏内法でより緩や
かな事前規制制度を採用したという指摘がある 31。ただし実際には 1977年法後b 競争制限的
な産業政策や価格統制への支持が残存し競争原理への不信感は根強く， 1981年のミッテラン
社会党政権の成立後は，固有化政策も存続した 320
第3節価格令における個別取引上の差別行為規制の導入
市場支配力規制やカルテル規制は，価格令第3章の「反競争行為J(pratiques anticoncurren-
tiele)に属する規制であった。一方， 1945年の価格令成立当初から，別個の規制の系譜が存在
する。すなわち，価格令第4章「透明性及び制限行為」の 37条では，事業者が従うべき義務と
して，販売拒絶及び抱合わせ販売が禁止された。 1953年のカルテル禁止令はその第2条で，価
格令37条1号a)を改正し，供給者から買手への差別的な値上げ行為を禁止し 33 同時に再販
売価格拘束を禁止した。当時，企業集中政策により大型化した製造事業者は，中小事業者の分散
状態にあった流通事業者に優位し供給事業者主導の価格差別行為が規制対象として意識され
た 34。以後，これら「競争制限行為 (pratiquesrestrictives de concurrence) Jの規制は， I反競
争行為 (pratiquesanticoncurrentielles) Jの規制とは別の系譜として存続している。「競争制限
行為」は，市場における競争への損害を要件としない点で， I反競争行為」と明確に異なるとさ
れる 350
価格令37条の差別行為規制は原則禁止類型であり，刑事罰の対象とされた。同条は，支配的
地位にある事業者が行う可能性のある濫用行為を定義し処罰することを認めるものであるとされ
るお。すなわち，市場支配的地位の認定には困難を伴い，価格令50条の「市場の正常な機能」
の阻害要件の判断の上で規制が行われたため，規制事例は少なかった 37。そこで濫用行為の主要
な構成要件を法定し，市場支配的地位を具備しなくとも，直接に処罰するとの要請があったと解
されるのであるお。
29 ジ‘ェニー/川島(訳)・前掲注 (28)8頁，清水貞俊『フランス経済をみる限.J(有斐閣， 1984年)104頁
30 和田・前掲注 (7)42頁以下，奥島・前掲注 (7)177頁以下。
31 奥島・前掲注 (7)181頁。フランス圏内の40%の水平的集中規制はEC市場の20%の集中規制案よりも緩や
かだった。
32 ジ‘エニー/川島(訳)・前掲注 (28)8頁。
33 ].0.， supra note 17， p. 7046. 37条l号a)に「原価の違いによって正当化されない差別的な値上げを恒常的に
行うこと」という行為要件が追加された。 37条4項では，価格拘束が禁止された。
34 大橋・前掲注 (7)171真。
35 A. Decocq， G.Decocq， Droit de la Concurrence， g edition， Lextenso editions， 2012， nO 288， pp. 405-406. 
36 奥島・前掲注 (7)166頁以下。
37 向上 158 頁~159 頁。
- 213-
第 2章 1986年の価格・競争令における相対的市場力規制の導入
第 1節価格・競争令の制定過程
1980年代に入り，オイルショックによる税収減も相まって，政府はすべての経済領域を統制
する予算の不足と，市場メカニズムに任せる必要性を認識した。また.70年代には，大規模流
通事業者による低価格戦略を受けて，消費者は価格競争を肯定的に受容するようになった。
しかし経済的財政的秩序を規定する 1985年7月11日の法律 39による改正は，価格凍結を原
則とする不徹底なものだ、った。そこで経済発展へ適応し，競争法を他の加盟国へ開放するために
も抜本的な法改正を行い.EC競争法との接近を図ることが急務だ、った 40。ローマ条約85条.
86条を援用して仏私人がEC委員会や欧州裁判所に係争を持ち込む事案も現れ，政府も，旧態
依然、とした価格令の改正では対応し得ないことを認識した。禁止される反競争行為，競争制限行
為を明確にし，各事業分野に適合した規制をする必要があった 41。また競争法の執行を行政機関
に委ねることへの懐疑から，準司法的機関へ移行する要請があった 420 1986年3月発足のシラ
ク保守政権は，国営企業を民営化する 1986年7月2日付及び8月6日付の法律を採択して競争
市場の基盤を確保し 43 新競争法である価格・競争令の草案を了承した。
価格及び競争の自由に関する 1986年12月1日のオルドナンス(以下「価格・競争令J)4は，
「競争」と「価格決定の自由」を明確に導入する新しい競争法である 450 第lに価格の自由の原
則が採用され.1945年の価格令の価格凍結の原則を転換した。第2に，競争評議会 (conseilde 
la concurrence)という独立の行政機闘が設置され，経済担当大臣の諮問機関にすぎなかった従
前の競争委員会とは異なり，対審制による準司法的権限を有した。第3に，司法的な手続保障が
強化され，競争評議会の決定をパリ控訴院へ控訴できるとされた。第4に，支配的地位の濫用規
定を明確化し経済的従属関係の濫用規定を導入した。差別行為規制等の競争制限行為の類型を
整備し脱刑罰化を図った 460
38 公正取引委員会事務局官房渉外室「フランス独占禁止法の概要」公正取引410号 (1984年)25頁。
39 Loi nO 85-695 du 1 jui!let 1985 portant diverses dispositions d'ordre economique et financier.奥島・前掲注 (7)
219頁以下。
40 Frison-Roche. Payet， supra note 3. nO 4. p. 4回大橋・前掲注 (7)109頁。
41 八木真幸「フランス新競争法の施行」公正取引439号(1987年)70頁，奥島・前掲注 (7)7頁。
42 ジェニー/川島(訳)・前掲注 (28)10頁。
43 ジャック・ピュアール/舛井一仁(訳)Iフランスの民営化の動き」国際商事法務15巻8号 (1987年)603頁。
4 Ordonnance nO 86-1243 du 1 decembre 1986 relative a lalib巴rtedes prix et de la concurrence. 
45 和田・前掲注 (7)45頁。
46 ジェニー/川島(訳)・前掲注 (28)10頁-11頁，奥島・前掲注 (7)220頁以下。
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第2節価格・競争令における市場支配力規制
1 市場支配的地位の「濫用J規制の導入
価格・競争令8条は，以下に掲げるように支配的地位の濫用を定義して市場支配的地位の「濫
用」規制の要件を明確化すると共に，経済的従属関係の濫用規制を導入している。
「以下の単独の事業者又は事業者集団による搾取的濫用は禁止される:
l 国内市場又は実質的な圏内市場における支配的地位
2 その事業者に対しである事業者が顧客又は納入事業者であるような経済的従属状態で
あり，従属状態にある事業者が代替的な解決方法を備えていない場合。
この濫用は，とりわけ，販売拒絶，拘束販売，不当な取引条件に従うことを拒絶したこと
を唯一の動機とする既存の取引関係の断絶のような差別的な取引条件によって成立しうる。」
価格・競争令8条l項第1段落は1945年の価格令50条5項と比べると，市場支配的地位の「濫
用J規制であることが明確に定義された 470 EU競争法において一方的行為の規制類型として採
用された「濫用」規制を，フランス競争法においても採用したものである。すなわちEC条約
82条は. [""一又は複数の事業者による，共同体市場又はその実質的(相当)部分における支配的
地位の濫用行為は，それが加盟国間の取引に影響を与えるおそれがある場合，共同体市場と両立
しないものとして禁止される」と規定する 480 EC競争法の優越性及び，条約の目的を脅かす手
段を控えることを命じる原則 (EC条約 10条2段落)により，フランス囲内裁判所，行政庁は，
反競争行為をもたらし助長する法律を不適用とする義務を負う 49。この原則により，フランス競
争法上の市場支配的地位の「濫用」規制における要件解釈論は.EC競争法との統一的な理解が
図られている。
2 市場支配的地位の濫用規制の要件
EU競争法と規制類型を統一化するという要請の下に，フランス法の市場支配的地位の濫用規
制の解釈論では.EC条約82条における「市場支配的地位J及び「濫用」概念が要件解釈の前提
とされる。また.EC裁判所における裁判例が司法の依拠する判例規範となっている。
(1)市場支配的地位
事業者が市場力を備えるとき，その事業者は関連市場において独立して行動する利益を享受す
る。この行動の独立性はその事業者の市場支配的地位を示す。市場支配的地位は「事業者が保有
する経済的能力に関する地位である。その地位により，当該事業者は関連市場における有効な競
争を妨害する能力を保持し，当該事業者は，競争者，顧客，そして究極的には消費者に対して相
当程度に独立した行動をとる能力を有するJ500 市場支配的地位は，結局はその事業者の市場力
47 奥島・前掲注(7)229頁以下。
48 村上・前掲注(1)6頁，岡村亮『ヨーロッパ競争法.1 (三省堂.2007年)266頁.ルイ・ヴォージ、エル/小梁
吉章(訳)r欧州競争法.1 (信山社.2012年)187頁以下。
49 Frison-Ro氾he.Payet， sutra notε3. nO 11. p. 14 
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に帰結する。市場支配的な事業者は行動の独立性を備えており 51 市場における競争を阻害する
ことが可能である。しかしその事業者の存在によって，競争が排除されることが要件とされる
わけではない。
(2)支配的地位の「濫用J
市場において支配的地位を保持することは違法ではない。市場支配的な事業者の規制は，市場
力の「濫用Jの規制である。濫用の概念はそれゆえに 民事責任法における権利の濫用の規制と
は著しく隔たりがある 52。市場支配的な事業者は，悪意の可能性を理由に，あるいは自由の行使
が合目的性を逸脱したがゆえに，制裁されるのではない。反競争行為規制における「濫用」とは，
損害が生じる市場において客観的に評価される逸脱を意味する。競争当局及び裁判所は「搾取的
濫用の概念は，客観的概念である」と述べる 53。さらにそれらは， i市場支配的な事業者の行動
は濫用であるとみなされる可能性がある…一切の有責性がない場合を除いてj，市場支配的な事
業者の行為であるが故に，その行動は濫用的であると認められるのであり，市場支配的な事業者
は「特別な責任j，すなわち「その行動によって，共同市場における有効で、歪曲されていない競
争を， しない」という義務を負う， と述べる 540
(3)競争への影響要件
価格・競争令8条の規制は， 7条のカルテJレ規制の「市場における競争活動を妨げ，制限し，
査曲するとき」という要件を準用し，市場効要件を明確化した。
第3節相対的市場力規制の導入
1 前史一口ワイ工法による購買力規制の挫折
価格・競争令8条l項第2段落は， EU競争法が直接規制していない「経済的従属関係の濫用
規制Jを新たに導入した。導入の背景事情は次のとおりである。
そもそもフランスでは，戦前，戦後を通じて中小規模の流通事業者が主流で，流通事業者の購
買力は生産事業者，製造事業者にとって脅威ではなかった。むしろ企業集中政策により拡大した
製造事業者の販売力が，流通事業者の購買力を凌駕していた。ところが， 1950年代の家庭消費
財の流通拡大により， 1960年代以降は，安価で多種類の商品を販売するハイパーマーケット等
が成長した日。商業・手工業に関する 1973年 12月27日の法律(以下「ロワイエ法j)“は， 29 
50 Frison-Roche， Payet， supra note 3， nO 119， pp. 119-120.， C]CE， 14fevrier 1978， United Brands， af. 27・76，Rec. 
207， point 6.， Paris， 4janvier 2000， ODA. BOCC 31 janvier 2000. 
51 Cons. Conc.， 14 octobre 2004， Pratiques mises en auvre par France Telecom， SFR Cegetel et Bouygues Tele-
com， nO 04-D-48， BOCC， 21janvier 2005， point 168， Paris， 21mars 1991， SA des Tuileries f.-P.sturm， SA des 
tuileries du Bas-Rhin et Ste ]ustin Bleger， BOCC， 27 mars 1991. 
52 Frison-Roche. Pay巴t，supra note 3. nO 245， p.217 
53 C]CE， 13fevrier 1979， Hoffman-La Roche c/ Commission" af. 85176， Rec. 461. point 91. 
54 Frison-Roche， Payet， supra note 3， nO 245， p.217. 
- 216一
条で大規模小売屈の新規出庖の事前許可制を導入し 57 37条に差別行為の規制を置いた。しか
し立法者の意図とは裏腹に，大規模小売事業者は，既存の事業者を買収してフランチャイズ化す
るという許可規制のかからない手段により庖舗を拡大した。結果，皮肉なことに，少数の大規模
小売事業者への統合が急速に進行した。大規模小売事業者は，購買力を背景として納入事業者に
対して強い交渉力を持ち，納入製品の値引きを求めた叱しかし，市場支配力規制は市場支配的
地位を要件としたため，明白に市場支配的地位にあるとはいえない小売事業者の購買力に対す
る，有効な規制手段とはならなかった 590
他方で，逆説的な現象であるが，大規模小売事業者の台頭は，フランスの消費者に自由競争原
理の受容を促す契機となった。消費者は，価格統制により同価格が当然の状況にあった。しかし
小売事業者が，価格競争が消費者に有利であること，また自らが低価格で商品を提供する消費者
の友であると喧伝したため，価格競争が潜在的に消費者の利益となることに気付く契機となった
というのである。さらに 1974年のオイルショックで物価が高騰すると，消費者は低価格を求め，
価格競争によって可処分所得が増加するとの意識を持つようになった ω。
2 経済的従属関係の濫用規制
大規模小売事業者によって行われる購買力の濫用から中小事業者を保護する手段として，小売
事業者の納入事業者に優越する取引上の地位に着目した「経済的従属関係の濫用」という新しい
規制類型が導入された。すなわち，価格・競争令8条l項第2段落は
「その事業者に対しである事業者が顧客又は納入業者であるような経済的従属状態であり，従
属状態にある事業者が代替的な解決方法を情えていない場合」の濫用行為を規制している。
8条l項第2段落の経済的従属関係の濫用規制は，市場支配力に至らない市場力の濫用を問題
とする点で，ドイツ GWB20条2項， 3項と同様に相対的市場力の規制といえる。どちらの規制も，
購買力の濫用から中小規模事業者を保護することを趣旨とする 61。ただしフランスにおける規制
の導入は 1986年であり， ドイツにおける 1973年の導入 62から 10年余り遅れた。導入が遅れた
理由は，次のように説明できる。 1960年代以降，中小小売庖を保護する法制として当初採用さ
れたのは， 1973年のロワイ工法による新規出庖の許可制であった。しかし大規模小売事業者は，
55 大橋・前掲注 (7)171頁。日本貿易振興機構(ジェトロ)農林水産・食品部パリ事務所「平成23年度日本食
品マーケテイング調査(フランス)J (2011年)2 頁~5 頁。 http目//www目jetro.go.jp/(最終閲覧2014年4月20日)
56 Loi nO 73-1193 du 27 decembre 1973 d'orientation du commerce et de l'artisanat訳文は奥島孝康「立法紹介
商業・手工業基本法」外国の立法19巻6号(1980年)331頁以下を参照。
57 和田・前掲注 (7)33頁，和田聡子「フランス流通業と競争政策J六甲台論集ー経済学編-J46巻2号(1999
年)27頁以下。
58 山田=回中・前掲注(7)56頁。
59 L. Voge!. Droit de la concurrence Euroteen et Francais， LawLex， 2011. n' 807， p.1067. et s. 
ω ジ、エニー/川島(訳)・前掲注 (28)8頁。
61 Frison-Roche， Payet， sutra note 3， n'120， p.120-121. 
62 田中・前掲注 (5)63頁以下。
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既存の中小事業者を買収してチェーンを拡大したため，結果，少数の小売事業者への統合が急速
に進んだ。大規模小売事業者 63は，その購買力を背景に，納入事業者に対する強大な交渉力を
獲得した。購買力の濫用主体が必ずしも支配的地位になくても，関連市場における重要な取引主
体である場合には，その行為を規制しうることが望ましい。しかし市場支配的地位の規制では，
取引関係にある事業者の一方が他方を支配する場合の 他方に優越する市場力規律することは困
難だ、った。かくして 1980年代には市場支配力濫用規制の限界が認識され，新しい違反類型の創
設が必要とされた。
3 経済的従属関係の濫用規制の要件
(1)経済的従属状態
8条1項第2段落の要件として，当該事業者と相手方である事業者とを結びつける一定の関係
が必要である代納入事業者が大規模小売事業者に従属している類型も，中小小売事業者が有力
メーカー等の供給事業者に従属している類型も想定しうるが，いずれの関係も縦型のものである。
(2)同等の解決方法の不存在
条文上の要件として.Iその事業者について，顧客又は納入事業者である事業者が同等の解決
方法を備えていないような経済的従属状態におけるJ事業者による搾取的濫用が禁止される。「同
等の解決方法の不存在Jが，立法者によって従属性の判定基準として設定された。
(3)競争要件
濫用的行為は「市場における競争行為 (jeude la concurrence)を妨げ，制限し又は査曲する」
目的又は効果を有するものでなければならないとされた。
4 市場支配力規制と相対的市場力規制
経済的従属関係の濫用規制は，市場支配的地位の濫用規制と同様に，反競争行為の類型であり，
契約当事者間の条件の不均衡を是正するための規制ではなく 競争法上の規制である。同規制と
市場支配的地位の濫用規制との関係をいかに理解すべきか。独占的な事業者の市場支配力は，そ
の事業者を「強制力ある当事者J(partenaire obligatoire)たらしめる。同様のことがL420-2条
第2段落における従属的な事業者と取引相手との関係もいえる。従属的な事業者は，市場支配力
の影響を被る。しかし，この市場支配力の保持者は，必然的に関連市場における支配的な事業者
であるわけではない。「強制力ある当事者」は市場支配的地位にある必要はないが，市場支配的
地位にある可能性もある。よって経済的従属関係の濫用の主体である「強制力ある当事者」は相
対的市場支配力 (dominationrelative)ある事業者の性質を有し，絶対的市場支配力 (domination
absolu)と区別される“。敷桁すれば，市場支配的地位，経済的従属関係の規制のいずれも.I強
制力ある当事者Jによる市場力の濫用の規制であり両者の違いは市場力の規模によるものである。
63 大橋・前掲注 (7)174頁。小売事業者及びその購買センター・照会センターにより購買力の濫用は行われた。
64 Frison-Roche. Payet. supra note 3. n' 130. pp. 129-130 
65 Frison-Roch巴.Payet. supra note 3. n' 120. pp. 120-121. n' 13. pp. 129-130 
-218一
5 r相対的J市場力規制の多義性
「相対的」市場力とは，同一市場の他の競争者に「相対的に」優越する市場力を問題とするのか，
一定の取引関係にある特定の相手方に「相対的にJ優越する市場力を問題とするのか，という点
で多義的でありうる。経済的従属関係の濫用規制は， ドイツ GWB20条2項.3項と同様に.r従
属性」概念を媒介として 一方当事者に相手方が従属している場合に，その相手方に対して「相
対的」に優越する市場力の濫用を問題とする。すなわち，従属関係にある取引上の相手方と比較
して「相対的」に優越する市場力の濫用を対象とし，後者の意味で「相対的」市場力概念を用い
ている。換言すれば，経済的従属関係とは，被害者の側から相対的市場力を捉えたものであ
る660
第4節価格・競争令における個別取引上の差別行為規制
価格・競争令第4章は「透明性 (transparence).競争制限行為 (pratiquerestrictives de con-
currence)及びその他の禁止される行為」と題する項で，不当廉売規制 (32条).再販売価格維
持行為規制 (34条)等と並んで、36条で差別行為，販売拒絶，抱合せ販売等の規制をする。なお
36条l項 l号の差別行為規制は，従前「違警罪」とされていたが，非刑罰化され，民事責任と
された。
価格・競争令36条l項1号
「全ての生産事業者，商工事業者，工業事業者又は手工業事業者が以下に挙げる行為を行っ
た場合には，その行為者が責任を負い，生じた損害を賠償すべき義務を負う:
1. 差別的で，かっ実際の対価によっては正当化し得ない価格，支払期日，取引条件，取
引又は販売条項を，経済活動上の取引相手に対して行い，又はその取引相手から獲得し
これにより当該取引相手に対して競争上の不利益又は利益を生じさせること。」
1945年の価格令下と同様に.36条l項l号の競争制限行為は，市場における競争に対する侵
害を要件としない点で，反競争行為の規制とは別の規制行為の系譜とされた。そのため，規制機
関もそれぞれ異なる。カルテル，市場支配力の濫用，企業集中規制からなる第3章の反競争行為
(Pratique anticoncurrentiel)については競争評議会に規制権限があった 67。一方，第4章の競
争制限行為 (Pratiquerestrictive de concurrence)については，経済・財政・産業省の下部組織
である「競争・消費・不正行為防止総局J(Directon General de la Concurrence. de la Consom-
mation et de la Represaion des Fraudes.以下 IDGCCRFJ)が独自に規制権限を行使し，訴訟
提起もできるとされた 680
66 奥島・前掲注 (7)230頁。
67 反競争行為については競争評議会が規制権限を有し，後述する DGCCRFは付託，調査を行う事務局を担った。
68 南部利之「フランスの競争政策と競争当局」公正取引518号(1993年)23頁.田辺治「フランス競争法にお
ける違反事件処理の体制及び処理状況についてj公正取引583号(1999年)44頁以下。 DGCCRFは，反競争
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第3章 2000年商法典編纂後の濫用規制
第1節 2001年NRE改正法における商法典の改正
1 商法典改正の過程
商業的関係の誠実及び均衡に関する 1996年7月1日の法律 69は，不当廉売の禁止，競争評議
会の定員増加，制裁金の引き上げ等を行った 70。また，商法典の法律の部に関する 2000年9月
18日のオルドナンス 71は， 1807年のナポレオン商法典を廃止し，新たな商法典を定めた。競争
法は，商法典第4編に編纂され，市場支配的地位の濫用(価格・競争令8条l項第l段落)は商
法典L420条I項l号に，経済的従属関係の濫用(同令8条1項第2段落)はL420条I項2号に.
差別行為(同令37条I項l号)はL442-6条I項l号に規定された。
1999年9月27日の社会党議員集会において，ジョスパン首相は「新たな経済の制御に関する
法律案」を発表した。その後，法案は2000年3月15日の閣議決定を経て同日に国民議会に提出
され， 2001年5月2日に国民議会で最終的に採択され 新たな経済の制御に関する 2001年5月
15日の法律(以下 fNRE法J)が成立した 720
2 相対的市場力規制の改正
NRE法66条は，以下のように商法典L420-2条第2段落を改正した。
商法典L420-2条第2段落
競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われるとき，その事業者に対しである事業者が
顧客又は納入業者であるような経済的従属状態における，単独の事業者又は事業者集団によ
る搾取的濫用もまた禁止される。この濫用は，とりわけ販売拒絶，拘束販売， L442-6条I
項が対象とする差別的取扱い，又はあらゆる段階において成立しうる。
立法者の意思は，経済的従属関係の濫用の要件古市場支配的地位の濫用の要件と明確に区別
し，より容易に規制を行うことであった。これまで，経済的従属関係の濫用に対する規制は.立
法者が意図した購買力の濫用に対して，実効性をあげていなかった。新しい規定では，小売事業
者と中小規模事業者との聞の関係に対して より適切な規制を行うことが意識された 730
価格・競争令8条l項第2段落では「市場における競争行為(jeude la concurrence) を妨げ，
行為に関する調査，競争制限行為の規制，不正競争行為の規制.消費者行政等幅広い執行を行う機関として
1985年に設立された。競争評議会と DGCCRFの2つの機関による執行は， 2008年のLME法により，競争委
員会の権限に一本化された。
69 Loi nO 96-588 du 1 juilet 1996 sur la loyaute et l'equilibre des relations commerciales. 
70 山田=田中・前掲注 (7)70頁以下，公正取引委員会事務局官房国際課「海外競争政策の動き」公正取引51
号 (196年)71頁。
71 Ordonnance nO 2000-912 du 18 septembre 200. 
72 Loi nO 2001斗420du 15 mai 2001 relative aux nouvelles regulations economiques.立法過程について，鳥山・
前掲注 (7)261頁以下。
73 Frison-Roche et Payet， sutra note 3， nO 131， pp. 130-131 
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制限し又は歪曲すること」が要件とされていたが， 2001年改正法後の L420-2条第2段落は「競
争の機能又は構造に影響を与えることが疑われるときjを要件とする。改正の目的は「市場にお
ける競争行為への侵害が存在することの証明を要せずに」搾取的濫用ケースを規制することで
あった 74。また，価格・競争令では，経済的従属性は「その事業者に対しである事業者が顧客又
は納入業者であるような経済的従属状態であり，従属状態にある事業者が代替的な解決方法を備
えていない場合。」と定義されていたが 改正後は「市場における代替的な解決方法の不存在」
の要件が削除された 750
(1)経済的従属状態
上記改正にかかわらず¥L420-2条第 2段落における経済的従属状態の定義は修正されないと
解されている。競争評議会は「この条文の新しい草案がもはや『同等の解決手段の不存在』の要
件を含まないとしても，商法典 L420-2条の経済的従属関係には，ある事業者がその契約関係に
おいて，購入者の地位，納入事業者の地位のいずれにおいても，技術的又は経済的な解決手段を
備えることが困難な状態が存在しなければならないJ76と判断した。「同等の解決手段」の要件
が，裁判所 77及び競争評議会のいずれにおいても 78確認されたといえる。経済的従属関係は「市
場」における解決手段を考慮して評価されるという意味においても，市場支配的地位の濫用のー
形態であり続ける 790
a)小売事業者主導型における経済的従属状態
大手小売事業者 Cora杜の事件で，競争評議会は「小売事業者との関係における納入事業者の
経済的従属状態は，①納入事業者と特定の小売事業者との聞の取引高，②関連する製品の市場に
おける販売についての小売事業者の重要性，及び，③納入事業者に取引を小売事業者に対して集
中させ，④納入事業者にとっての代替的な解決方法の存在及びその予測不能の多様性へと集中さ
せるように導いている要因における小売事業者の重要性を考慮に入れて評価される」と述べ
る叱③及び④については「納入事業者の財源上の弱体化，納入事業者が供給している市場にお
ける供給余力の弱体化，納入事業者のブランド力の著名性の不存在.小売事業者との聞で，経年
的に形成されてきた取引関係形成の政策の重要性及び期間，その製品の市場への供給量の大きさ
74 ]. 0.， A. N.， doc.. 2000. n' 2319. par M. Jean-Yves LE DEAUT. pp. 79-81. 
75 馬場・前掲注 (7)45頁以下。
76 Cons. conc.. 31 aout 2001.が 01-D-49.BOCC. 30 octobre 2001. (ソニー 社に関する件)。
77 Paris. 4 mai 2004. (モーターバイク市場におけるスズキ社ほかの件)など。
78 Cons. Conc.. 15 septembre 2004. n' 04-D-44. BOCC. 9 dec巴mbre2004. points 116 et suiv. (映画の配給及び関
発分野に関する件); Cons. Conc.. 23 juilet 2004. n' 04-D-36. BOCC. 9 decembre 2004， point 9. (コイルの運送
分野に関する件); 30 juin 2004. n' 04-D-26. BOCC. 8 novembre 2004. points 53 et suiv. (血液製剤原料分野に
関する件)など。
79 Frison-Roche et Payet. supra note 3. n' 132. p. 131-132. 
80 Cons. Conc.. 8 juin 1993 Groupe Cora. n' 93-D-Ol. BOCC. 25 juilet 193. Com. 10 d巴cembre1996. Bull n' 310吋
山田=田中・前掲注 (7)70頁以下。
- 221-
及ぴ供給余力，その製品の輸送費の拘束の大きさ」が考慮される 81。
b)供給事業者主導型における経済的従属状態
供給事業者の取引相手である(中小)小売事業者の経済的従属性は， I①その供給事業者のブ
ランドの知名度，②市場における供給事業者の重要性，③小売事業者の商業政策上決定された選
択から生じたのではない条件において 小売事業者の売上高におけるその供給事業者のシェアの
重要性，そして④小売事業者が同等の製品の供給事業者を獲得することの困難性」から原則とし
て生じる 820 I従属的な地位を導き出すためには これらの要件は同時に検討されなければなら
ない」とされる。
(2)市場効
価格・競争令8条l項第2段落では「市場における競争行為を妨げ，制限し又は査曲すること」
が要件とされ，競争に対する，現実の又は潜在的な侵害が必要だ、った。一方， 2001年改正後の
L420-2条第2段落は「競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われる」ことを要件とした。
濫用行為が市場の機能に影響を与えなくても，中小規模事業者には不測の損失が生じうるからで
ある。よって改正法では，競争の機能に対する侵害の要件が削除され，少なくとも修正されたと
いえるお。
3 個別取引上の差別行為規制の改正
2001年の NRE法は，個別取引における差別行為規制に関する規制についても修正した。すな
わち， NRE法56条は，差別行為規制に関する価格・競争令部条 l項 (2000年法典編纂後の
L442-6条I項l号)を修正してL442-6条I項2号bとし，次のような規定とした。
商法典L442-6条12号b
「取引の相手方を不当な取引条件又は義務に従属させるような，取引の相手方を拘束する従
属関係，購買力.又は販売力を濫用すること。」
修正の第 l点目は，価格・競争令36条l項の「差別的で，かつ実際の対価によっては正当化
し得ない価格，支払期日，取引条件，取引又は販売条項」を修正し， I従属関係，購買力，又は
販売力Jの濫用行為のみを対象とした点である。立法者は L420-2条第2段落の経済的従属状
態を明確化するために IL442-6条が規定する差別的取扱いの列挙行為を参照すべきである」と
する。ところが従前の36条l項は，同条3項， 4項， 5項で禁止する発注遅延，発注拒否の威嚇，
取引関係の断絶等についても二重に言及しており 同規定色経済的従属状態である「従属関係，
購買力，又は販売力」の濫用に限定する必要があった例。修正により， L442-6条I項の差別行
為規制が，相対的市場力規制の構成要件を補充し，一体として運用されうることが明確になった。
81 lbid.， Com.， lO dec巴mbre196 
82 Cons. Conc.， 31aout 201， supra note 76. 
83 ]. 0.， A.N.， doc.， 2000， supra note 74， pp. 79-81.， Vogel， supra note 59， n'808， p.1068. 
84 lbid.， p.81 
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修正の第2点目として，価格・競争令36条l項の「当該取引の相手に対して競争上の不利益
又は利益を生じさせること」という競争要件が，改正後のL442-6条I項2号bでは削除された。
この点はL420-2条第2段落の改正趣旨と一体的に捉えうる。購買力の濫用を効果的に規制する
ために， NRE改正法により， L420-2条第2段落の競争要件は緩和された。同様に，差別行為規
制では競争要件自体が削除された。競争要件を検討せずに，取引上の地位の濫用を規制しうるこ
ととなり， L420-2条第2段落が規制し得ない行為であっても， L442-6条I項2号bで規制でき
る可能性が認められた。
修正の第3点目として， 2001年改正法で主として意識されたのは小売事業者主導型の「購買力」
の濫用であったが， I販売力jの濫用も列挙され供給事業者主導型の垂直型の濫用への適用が可
能となった。
以上を総括すると，差別行為規制の機能が大幅に変更されたといえる。すなわち 1945年の価
格令下の差別行為規制は，市場支配的地位を具備しなくとも一定の濫用行為を処罰する運用が期
待されていたお。ところが， 2001年改正後の差別行為規制は，相対的市場力規制の補充規定と
して一体的に適用されることとされた。従前，差別行為規制は市場支配的地位の濫用の萌芽的行
為を規制したのに対して， 2001年改正後は相対的市場力規制の補充規定としての性質を明確に
備えたのである 86。
では， L442-6条I項2号b条が単独で適用される場合，相対的市場力規制との関係で，いか
なる機能を営むのか。同条は禁止対象行為の違反のみを要件としており，競争への影響を要件と
していない。それゆえ，同条は競争上の効果を規制対象とするのではなく，行為の濫用的な性質
を対象とするにそして L442-6条I項各号の違反行為は，民事損害賠償の対象となり 88(L442-6 
条E項l号)，検察官と経済担当大臣は，差止め，違法な契約条項の無効，非債弁済の返還，過
料 (amendecivil)の言渡し及び損害賠償を請求しうる(同項2号)。このような要件及び効果
から，次の指摘が可能である。 L442目6条I項2号bは固有の機能として，競争要件を検討せずに，
相対的市場力の濫用に該当しうる行為を民事的に制裁することができる。同条は，競争制限的効
果に至っていない相対的市場力の濫用の萌芽的行為を禁止し 民事的に規制する機能を営むこと
も可能である 890 よって同条は，少なくとも立法上は 相対的市場力規制を機能的に拡張するこ
とが期待されていたのである。
85 奥島・前掲注 (7)166頁。
86 2001年改正後の L442-6条I項の列挙行為の違反は，同条E項により，全て民事規制の対象とされた。
87 Rapport de Marie-Dominique Hagelsteen， La negociabilite des tarifs et des conditions generals de vente， 
Bercy le 12 Fevrier 2008， p.21 
88 被害者のみならず，検察官，経済担当大臣及び競争委員会議長にも民事裁判所への提訴権がある。
89 この点，我が国の下請法は，親事業者の義務及び禁止行為を法定し，義務違反に対する罰金及び，禁止事項違
反に対する強制力のない勧告を規定し，独占禁止法上の優越的地位の濫用規制を補完する機能を営んでいる。
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第2節 2005年8月2日の法律による商法典の改正一相対的市場力規制の拡張
1 r包括合意J(accords de gamme)の規制の要請
2001年改正時に主に意図されたのは小売事業者主導型の購買力の濫用であったが， L442-6条
I項2号bには「販売力」の濫用も列挙され， 2000年代には有力メーカーによる供給者主導型
の垂直型の濫用への適用も意識された 90。着目されたのは「包括合意J(accords de gamme)の
規制である。
a) r包括合意J91とは，小売事業者の購入に対して供給事業者によって同意される，製品の一
括値引き又は主要な部分の値引きを意味する。包括合意が，当事者相互の利益において自由に行
われるなら，合意自体は非難されないかもしれない。すなわち，合意により，供給事業者は，一
連の製品の全部又は一部の納入を保障される。他方，一括納入を受ける小売事業者は，一連の製
品の仕入価格の一括値引きの利益を得て，仕入値以下の販売が減少するという有利性を獲得する。
b) しかし，供給事業者が人気製品のメーカーであり支配的な地位にある場合，上記a)の合
意の見返りとして，供給事業者は，人気製品の取引を他の関連製品の取ヲ|と拘束することにより，
小売事業者に強制力を行使し得る。すなわち小売事業者は， r包括合意Jにより，関連製品を一
緒に購入するよう強制される。他方，明白にブランド力を有する供給者の製品によって流通が占
められている場合には，流通経路から(競争者たる)中小供給事業者を排除する効果をもたらす
可能性もある 920
2 2005年8月2日の法律による相対的市場力規制の拡張
(1) L420・2条第2段落の改正
上記b)のような問題意識の下に 中小事業者の保護に関する 2005年8月2日の法律 9326条
は，商法典L420-2条第2段落を，次のように改正し， r包括合意」を第2文に追加した。
商法典L420-2条第2段落
「競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われるとき，その事業者に対しである事業者
が顧客又は納入業者であるような経済的従属状態における，単独の事業者又は事業者集団に
よる搾取的濫用もまた禁止される。この濫用は， とりわけ，販売拒絶，拘束販売， L442・6
条I項が対象とする差別的取扱い，又は包括合意において成立しうる。」
L420-2条第2段落第2文は，従前，経済的従属状態の濫用行為の例として，①取引拒絶，②
拘束取引，③L442-6条I項が対象とする差別的取扱いを列挙していたが， さらに④「包括合意」
という行為類型を加え，これらの行為が濫用的な性質を示すときは禁止される，と規定した。
切 Decisionn' 04-D-13 du 8 avril 2004， point 56. (チーズ加工製品の分野に関する件)などがある。
91 r包括値引J(remise de gamme)， r包括拘束J(contrainte de gamme)も意味する。
92 ]. 0.， SENAT.， doc.， 2005， n'333， par M. Gerard CORNU， pp. 139-141. 
93 Loi n' 2005-882 du 2 aout 2005 en fav巴urdes petites et moyennes entreprises. 
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(2) L442・6条I項2号b条の改正
同時に，同改正法32条は次のように L442-6条 12号bを修正し，同項第2文を追加した。
商法典L442-6条 12号b
「商業取引の相手方を不当な取引条件又は義務に従属させるような，取引の相手方を拘束す
る従属関係，購買力又は販売力を濫用すること。いかなるものであれ優位性を与える恩恵の
下に，より多くの製品を販売するような提案に拘束する行為は，取引時点において，同様な
製品にアクセスすることを妨げるときは，販売力又は購買力の濫用を構成しうる。」
2005年改正法により，相対的市場力規制及び差別行為規制を通じて，有力な供給事業者(ブ
ランド)による小売事業者に対する垂直的拘束の規制が強化された。規制の趣旨として，人気製
品と関連製品を一緒に取引するよう強制される小売事業者を阻害することに加えて，中小供給事
業者が市場から排除されるおそれ(排除効)が指摘されている点に注目すべきである。
第3節 2008年法による商法典の改正
1 2008年 1月3日の法律による「構成要件の修正」
2001年改正法により相対的市場力規制 (L420-2条第2段落)の要件緩和が図られ， 2005年改
正法により規制対象行為が拡充された。しかし，相対的市場力規制は不十分な成果しか残さな
かった 94。そこで、立法者が採ったのは 差別行為規制である L442-6条 I項2号bの文言をさら
に詳細化する方法だ、った。同条は L420-2条第2段落の構成要件を補充し，相対的市場力濫用行
為の萌芽行為規制の機能を営むからである。消費者に資する競争の発展に関する 2008年l月3
日の法律 95の8条は，商法典L442-6条 12号bの第 l文に「とりわけ契約上の約定の未履行に
照らして不釣り合いな違約金を賦課するようなjと挿入した。
商法典L442-6条12号b
「商業取引の相手方を不当な取引条件又は義務に従属させ， とりわけ契約上の約定の未履行
に照らして不釣り合いな違約金を賦課するような，取引の相手方を拘束する従属関係，購買
力又は販売力を濫用すること。いかなるものであれ優位性を与える恩恵の下に，より多くの
製品を販売するような提案に拘束する行為は，取引時点において，同様な製品にアクセスす
ることを妨げるときは，販売力又は購買力の濫用を構成しうる。」
2 2008年8月4日の法律による「著しい不均衡」概念の導入
(1) f著しい不均衡J概念の導入
ところが半年後に，差別行為規制は大胆な転換を遂げる。経済現代化に関する 2008年8月4
日の法律(以下 fLME法J)96は， L442-6条I項2号bを以下の L442-6条I項2号の規定とした。
94 競争評議会の決定，裁判例については前掲注 (76)~(82) を参照。
95 Loi nO 2008-3 du 3 janvier 2008 pour le developpement de la concurrenc巴auservice d巴sconsommateurs. ].0.， 
lois巴tdecrets， 4 janvier 2008. 
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商法典L442-6条12号
「商業取引の一方当事者に対して，法及び当事者間の義務において著しい不均衡を生じさせ
るような義務に従わせ，又は従わせようとすること。」
「従属関係，購買力又は取引関係」の濫用に代えて「法及び当事者間の義務において著しい不
均衡jの要件が導入された。改正趣旨は，端的に言えば，差別行為規制を単純化し適用を拡充す
るためであった。立法者は「単純化し，現実化するという配慮の下にj，r法及び当事者聞の義務
において著しい不均衡Jという概念が，従前の概念に代わるものとなる，と明言する 970
改正の背景は，第lに，度重なる改正により複雑化した構成要件が， L442-6条 12号の適用
の障害となった点である。条文上は禁止行為の違反のみが要件である。しかし，詳細になり過ぎ
た行為要件の充足の立証は困難を伴い，適用を見送る原因となった。従属関係・購買力の濫用を
明確にするためにさらに本条を書き換える可能性も検討されたが，退けられた。行為要件の客観
的な定義は，実際には非常に困難で，悪しき結果(適用の困難性)を生じる可能性があった 980
立法者の言う「単純化し現実化するという配慮の下にj，rより広汎でより取引的な関係におけ
る行為の現実に適合した基準j99とは，行為要件の明確化，緩和という文脈で理解しうる。第2に，
従前の「従属関係…」の濫用要件では規制実績を上げられなかったことが挙げられる。規制でき
なかった理由は，条文上要件とされていないのに，一方当事者が他方当事者に求める義務が，競
争における優位又は非優位を構成するかの検証が要求されたからであった l∞。差別行為規制は，
実際には，相対的市場力規制と同様の基準により規制された。そこで， L420-2条第2段落と同
じ意味を与えられかねない「従属状態Jの濫用基準ではなく，新たに構造の異なる基準を設ける
必要があったと考えられる。上記2点から 本改正は L442司6条 I項2号が本来予定されてい
た相対的市場力規制の萌芽的行為を規制すること，すなわち相対的市場力の拡張を意図したもの
であるとの評価が可能である。
(2) r著しい不均衡」概念
経済取引委員会 (commissiondes affaires economiques)は「第一に，新規定は，取引の相手
方を，著しい不均衡を生み出すような義務に従わせる行為を禁止するのみならず¥義務に従わせ
ようとする試み(未遂)であって，現行法と比べて付加的な義務をもたらすような行為も禁止す
る」と述べる 101。次に同委員会は， rこの規定は.主体が誰であれ不均衡な義務を規制する意図
に基づく。…裁判官が小売事業者の供給事業者に対する従属関係を評価するための基準は，供給
96 Loi n' 2008-776 du 4 ao白t2008 de modernisation de l'economie目
97 ]. 0.， A. N.， doc.， 2008， n'908， par M. Jean-Paul CHARIE， p.115目 改正後の L442-6条 I項 2'の違憲審査判決
として， Decision n' 2010-85 QPC-13 janvier 2011， Etablisse押wntsDARTY et Fils. Les Nouveaux Cahiers du 
Conseil constitutionnel Cahier n' 32. 
98 Hagelsteen， sutra note 87， pp. 29-30 
99 Decision n' 2010-85， sutra note 97. pp. 3-4.， ]. 0. A. N.， doc. 2008， sutra note 37. pp. 318-319. 
100 Hagelsteen， sUlうranote 87， pp. 29-30 
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事業者の小売事業者に対する従属関係の基準と同じである。これまで供給事業者が小売事業者に
対して行う従属関係の濫用は効果的に規制されなかったかもしれない。著名ブランドが，消費者
が好む『人気J製品を小売事業者に販売しないという威嚇の下に，製品を一連販売する『包括合
意Jが例である。新法案は，販売経路へのアクセスを中小事業者に保障する」と述べる。取引行
為検査委員会 (CEPC)は， n法及び当事者聞の義務において著しい不均衡』という新しい概念
は， L442-6条の他の規制に違反するかを問わず¥あらゆる場面を捕捉するのに適する。…行為
が取引当事者を害する著しい不均衡をもたらすことの証明には，予め購買力又は販売力を保持す
ることの証明を要しない」と述べる 1020
「著しい不均衡J概念の定義及び射程は，今後の議論や裁判例に委ねられている。改正法は，
同条が蓄積してきた規制基準を奪い， r濫用j文言の削除は，濫用行為の承認であるかのように
理解される可能性があり，法的に不安定な状況をもたらすとの指摘がある 103。他方で「著しい
不均衡」の基準が，消費法典Ll32-1条 l項 104で定められている濫用条項の規制基準と同様の文
言であることから，事業者間契約に消費法典の濫用条項規制が盛り込まれたと考える見解も存在
する 1050
思うに，同規定は改正前と同様に，相対的市場力規制 (L420町2条第2段落)の構成要件とし
て準用される。また， L442-6条 I項2号がL420-2条第2段落よりも競争要件を緩和(削除)し
たのに適用成果がなかったことへの反省から，改正がされたことを重視すべきである。とすれば
「著しい不均衡j概念は，事業者聞における相対的市場力規制の拡充という競争法上の見地から
解釈すべきである。これに対して，例えば同条を契約上の信義誠実義務に由来する規定と解し，
当事者間に契約上の義務の不均衡があればL442-6条I項2号を充足すると解するのは行き過ぎ
ではないか。経済的な観点における当事者間の地位の不均衡を前提とした，取引条件の不均衡を
問題とすべきである。行為要件の明確化が改正の趣旨であれば，従前の「従属関係，購買力又は
取引関係」の濫用規制に関する解釈論を引継ぎつつ 要件緩和，適用拡充の方向への解釈論の展
開を予測すべきであろう。
101 Decision nO 2010-85， supra note 97， pp. 3-4.， J.0.， A. N.， doc.， 2008， supra note 37， pp. 318-319. 
102 Ibid.， p.5.， CEPC， Les abus dans les relations commerciales， avis mis a jour le 10 jullet 2010. 
103 Hagelsteen， supra note 87， p.24 
104 I事業者と非事業者ないし消費者との間で締結された契約における，非事業者または消費者を犠牲にして，契
約当事者の権利と債務の聞に著しい不均衡を生じさせる目的または効果をもっ条項は， i監用的なものである。」
訳文は，大津彩『不当条項規制の構造と展開j(有斐閣， 2010年)161頁による。
105 大浮彩「事業者間契約における不当条項規制をめぐる立法論的視点(l)J法学志林108巻4号 (2011年)1頁
以下。契約法からのアプローチとして，同条は裁判官に契約における均衡をコントロールする権限を与えたも
のであり，契約理論の再検討を促すものであるという見解について 18頁以下を参照。
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第4章結章
第1節 フランス競争法における相対的市場力規制の導入と展開
1 相対的市場力規制の制度的特徴
フランス競争法における相対的市場力規制は， 1986年の価格・競争令において，大規模小売
事業者による購買力の濫用規制を目的として導入された。すなわち， 1970年代以降，大規模小
売事業者の台頭と小売主導型の購買力の規制の必要性が，取締当局，司法及び立法者に認識され
た。しかし，従前の市場支配的地位の濫用規制は 市場支配的地位に至らない小売事業者による
購買力の濫用に対して，十分に機能しないという限界があった。 1973年には大庖法による出府
許可規制が行われたが，むしろ小売事業者のフランチャイズ化戦略により企業集中が加速した。
そこで，取引当事者聞の「相対的Jな市場力の優劣に着目し，そのような市場力について相対的
市場力規制という新しい類型を導入して，購買力の濫用に対応することが要請されたのである。
よって，相対的市場力規制は，市場支配力規制の欠点を補完するものとして理解することができ
る。
現行法上の相対的市場力規制(商法典L420・2条第2段落)は，当事者間の取引上の市場力の
格差を「経済的従属状態」ととらえ，その状態を濫用する行為を規制する。 2001年以降は.実
効的な規制のために改正が繰り返された。 2001年改正では購買力規制を強化するため，競争要
件が緩和された。また2005年改正では，供給者主導型の販売力の濫用行為である「包括合意」
にも規制を拡充した。
2 市場支配力規制と相対的市場力規制
市場支配的地位の規制は， EC競争法との調整を目指して， 1963年に旧価格令に導入された。
1986年の価格・競争令8条l項第l段落では， [""濫用」要件が明確化され， EC競争法との接近
が図られた。現行商法典L420-2条第l段落は EU競争法と同様の市場支配力の濫用規制を置き，
EU法と整合する要件解釈が行われている。しかし同規制は「市場支配的地位」を要件とするた
め，市場支配力に至らない大規模小売事業者による購買力の濫用を実効的に規制できないという
限界が顕在化した。このように，市場支配力規制の限界の認識が相対的市場力規制を導入する契
機となったことを，今後は両規制の要件及ぴ射程に関する学説や具体的事例を通じて検証してい
く。
3 差別行為規制と相対的市場力規制
個別取引上の差別行為規制は，旧価格令以来，市場支配的地位の濫用等の「反競争行為」とは
別の「競争制限行為Jとして独自に発展した。当初は市場支配力濫用の萌芽的行為を規制する刑
罰規定だったが， 1986年の価格・競争令36条で民事規定化された後， 2001年改正法以降の商法
典L442-6条I項2号bでは「従属関係，購買力及び販売力の濫用」の規制となった。同条は，
相対的市場力規制 (L420-2条第2段落)の行為要件として準用され一体的な運用が期待される。
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また同条は，競争侵害を要件とせずに相対的市場力の濫用行為を民事的に制裁し，相対的市場力
規制を補完する機能を営むといえる。一層の相対的市場力規制の拡充を目指して.2005年.
2008年1月の各改正では.L420-2条第2段落の改正と整合的に L442-6条 12号の修正が行われ，
構成要件の詳細化が図られた。しかし十分な規制成果を上げなかったことから.2008年8月改
正では新たに「著しい不均衡」基準が導入され，より広汎で、取引の実情に応じた規制が期待され
ている。
第2節今後の課題
本稿では，取引当事者間で、相対的に優越する市場力の規制について①市場支配力規制 (L420-2
条第1段落)が「市場支配的地位」要件との関係で抱える限界を補完する制度として②相対的市
場力規制 (L420-2条第2段落)が導入され，②相対的市場力規制が市場効要件との関係で抱え
る限界を克服するために差別行為規制 (L442-6条 I項2号)の活用が図られる，という制度相
互の関係を指摘し，フランス競争法における濫用規制の構造を明らかにした。今後の課題は，相
対的市場力規制の実際の機能と限界を明らかにすることである O 同規制は，小売主導型の購買力
濫用行為及び，供給者主導型の垂直型濫用行為に対して，有効な規制手段となり得たのかを事例
研究を通じて検証し要件，射程及び限界を考察する必要がある。また.相対的市場力規制と差
別行為規制の関係が問題となる。両規定は，競争要件の有無により異なる性質の規定であるとさ
れるが，要件及ぴ適用関係については解明されるべき課題がある。 L442-6条 I項2号は.2008 
年に「著しい不均衡jの規制へと大幅に転換されたため 改正前後を通じた解釈論の変更の可能
性を検証することを要する。
競争法の目的である公正で自由な競争秩序の維持の観点から，取引上の相手方に対して経済的
に優位な立場にある事業者による濫用行為を規制することの重要性は増すばかりである。我が国
においても優越的地位の濫用規制の要件論及び公正競争阻害性を巡り活発な議論がなされてい
る 1060 3つの異なる制度を併用するフランス競争法の濫用規制の機能と限界を分析することによ
り，我が国における規制のあり方や規制要件の解釈論において示唆を得られる可能性があるよう
に思われる。
以上
106公正取引委員会「優越的地位の澄用に関する独占禁止法上の考え方J(2010年)第1.1は，第1に当該取引の
相手方の自由かっ自主的な判断による取引を阻害するとともに，第2に当該取引の相手方はその競争者との関
係において競争上不利となる一方で行為者はその競争者との関係において競争上有利となるおそれがあり，競
争者との競争で優位に立つための手段として行われるという点で，公正な競争を阻害するおそれがあるとする。
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